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は し が き

この報告書は、平成１９年度「地方教育費調査」（教育費調査・教育行政調査）

及び平成１９年度「学校教員統計調査」の結果を基に、北海道分を取りまとめ

たものです。

これらの調査は、文部科学省が教育諸施策上の基礎資料を得るために実施し

た調査で、教育費調査は昭和２４年度から、教育行政調査は昭和２８年度から、

学校教員統計調査は同種の調査を含め昭和２２年度から実施しています。

関係各位におかれましては、本報告書をご活用いただき、教育諸施策の立案

・検討に役立てていただければ幸いです。

最後に、本調査の実施に当たり御協力いただきました市町村教育委員会及び

学校関係者の皆様に心からお礼申し上げますとともに、今後ともより一層の御

理解と御協力を賜りますようお願い申し上げます。

平成２１年３月

北海道教育庁総務政策局教育政策課長
金 光 謙一郎
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教 育 費 調 査
（平成１８会計年度）



－1－

教 育 費 調 査 結 果 の 概 要
－平 成 １８ 会 計 年 度－

Ⅰ 調査の概要
１ 調査の目的

この調査は、学校教育、社会教育、生涯学習関連及び教育行政における地方公共団体から支出された経
費並びに授業料等の収入の実態を明らかにし、国・地方を通じた教育諸施策を検討・立案するための基礎
資料を得ることを目的として、文部科学省が昭和24会計年度以降毎年実施している調査です。

２ 調査の対象
この調査の対象は、全国の都道府県・市町村（特別区、一部教育事務組合を含む。）教育委員会及び

大学・短期大学を除く公立の学校並びに条例により設置された知事部局が所管する生涯学習関連施設です
が、本道の本年度の調査対象（分校も1校として計上）は次のとおりです｡

区 分 教育委員会数 人 口 学 校 種 類 等 学 校 等 数 在 学 者 数 本務教員数

北 海 道 1 5,629,970 幼 稚 園 96 5,244 551

市 町 村 186 小 学 校 1,365 290,745 19,824

(注)１ 市町村教育委員会には、一部教育事務組合6 中 学 校 689 151,467 12,367

を含む。 盲・聾・養護学校 60 4,339 3,004

２ 人口は平成18年3月31日現在の住民基本台帳 高 等 学 校 全 日 制 265 116,075 9,340

による。 高 等 学 校 定 時 制 11(42) 5,740 751

３ 学校数・在学者数・本務教員数は平成18年度 高 等 学 校 通 信 制 1 4,537 57

学校基本調査(平成18年5月1日現在)による。 専 修 学 校 19 2,164 233

４ 盲・聾・養護学校、高等学校全日制及び高等 高 等 専 門 学 校 1 287 21

学校定時制の在学者数には専攻科の在学者も含 知事部局所管の生涯学習関連施設 11 - -

む。
５ 高等学校定時制の学校数は単置校数である。

（（ ）内は併置校数）

３ 調査の内容と方法
この調査では、地方教育費を学校教育費、社会教育費、教育行政費及び知事部局における生涯学習関

連費の四分野に大別し、さらに学校教育費については、幼稚園、小学校、中学校、盲・聾・養護学校、
高等学校全日制課程、高等学校定時制課程、高等学校通信制課程、中等教育学校、専修学校、各種学校
及び高等専門学校の11種類、社会教育費については、公民館費、図書館費、博物館費、体育施設費、青
少年教育施設費、女性教育施設費、文化会館費、その他の社会教育施設費、教育委員会が行った社会教
育活動費及び文化財保護費の10分野、知事部局における生涯学習関連費については、体育施設費、青少
年施設費、女性関連施設費、文化会館費、その他の生涯学習関連施設費、文化財保護費の６分野に分け
て、それぞれ支出された経費を財源別(負担区分別）と支出項目別（使途別）の両面から調査しています。

４ 調査する経費の範囲
この調査では、平成18会計年度に国、道、市町村が教育のために支出した経費（以下､「公費｣という｡)

及び教育委員会、学校、その他の教育施設に寄付された寄付金のうちから教育のために支出した経費（以
下、「公費に組み入れられない寄付金」という。）について調査しています。また、学校、その他の教育
施設に伴う収入についても調査しています。

なお、この調査での公費は、道・市町村の歳出決算額をもとに調査をしていますが、教育費を機能的に
把握することから、例えば総務省の地方財政状況調査の中の「市町村決算状況調」目的別歳出決算額の「教
育費の範囲」とは、次の点で異なっています。

(1) 本調査の対象となっているが、目的別歳出決
算額には含まれていない経費
ア 債務償還費（公債費）
イ 他省庁からの国庫補助金
ウ 道他部局からの補助金及び市町村他部局

からの支出金
エ 教育施設の火災保険料
オ 災害復旧費
カ 教育委員会事務局庁舎維持運営費

(2) 目的別歳出決算額には含まれているが、本調
査の対象外となる経費

ア 私立学校に対する補助金
イ 公立大学、短期大学への支出経費
ウ 積立金・貸付金等
エ 給食費



－2－

５ 調査の構成及び調査事項の説明

地方教育費（財源別） （分 野） 地方教育費（支出項目別）
公 費 学 校 教 育 費 消 費 的 支 出
・国庫補助金 幼 稚 園 ・人件費

国が地方公共団体に交付した補助金 小 学 校 本務教員給与、兼務教員給与、事務職員

及び負担金。文部科学省以外の省庁 中 学 校 給与、その他の職員給与、共済組合等負

からの補助金等を含む。 盲 ・ 聾 ・ 養 護 学 校 担金、恩給費等、退職・死傷手当等に要

・道支出金 高 等 学 校 全 日 制 した経費。

道が租税、使用料、手数料収入等の 高 等 学 校 定 時 制 ・教育活動費

財源から支出された経費。道他部局 高 等 学 校 通 信 制 特別活動費(学級活動、児童・生徒会活動

からの補助金を含む。 専 修 学 校 等)、教授用消耗品費(教科用図書、教授

・市町村支出金 各 種 学 校 用教具等)、教員及び教育補助員の旅費、

市町村が租税、使用料、手数料収入 高 等 専 門 学 校 その他の教育活動費(印刷・製本代等)等､

等の財源から支出された経費。 児童・生徒に対する教授及びその補助の

・地方債 ために要した経費｡

地方公共団体がその教育施設の新設､ ・管理費

災害復旧等のために起債した経費。 修繕費、学校警備費、消耗品費、光熱水

・公費組入れ寄付金 費、事務職員や施設維持職員及び補助活

地方公共団体の歳入として決算に計 動職員の旅費等、当該学校の管理運営の

上された寄付金・贈与金。 ために要した経費。

・補助活動費

公費に組み入れられない寄付金 健康診断や給食の運営に要した経費等、

ＰＴＡ、その他の団体や個人から直 正規の学校教育の中には含まれないが、

接学校や社会教育施設及び教育行政機 それと密接な関係を有している学校の事

関に寄付された経費で、その経費が公 業に要した経費。

費に組み入れられなかった金額。 ・所定支払金

学校教育費のみ、次の２つに分けて 地代、建物・設備等の賃貸料・借料、校

調査する。 長会・研究会負担金等、定期的に支払義

・ＰＴＡ寄付金 務を生ずる経費。

ＰＴＡが直接学校に寄付した金額で､ 資 本 的 支 出
生徒から徴収した経費をＰＴＡ会計 土地費、建築費、設備・備品費、図書購入

から支出している経費も含まれる。 費に要した経費

・その他寄付金 債 務 償 還 費
ＰＴＡ以外の校友会、学校後援会、 地方債の元金の返済、利子の支払い及び手

同窓会、体育後援会等の団体又は個 数料に要した経費。

人が直接学校に寄付した金額。

社 会 教 育 費 消 費 的 支 出
公 民 館 費 人件費、公民館活動費、維持・修繕費、職

図 書 館 費 員の保健・福利厚生事業に要した経費、所

博 物 館 費 定支払金等、年々経常的に支出する経費。

体 育 施 設 費 資 本 的 支 出
青 少 年 教 育 施 設 費 土地費、建築費、設備・備品費、図書購入

女 性 教 育 施 設 費 費に要した経費

文 化 会 館 費 債 務 償 還 費
そ の 他 の 社 会 教 育 施 設 費 地方債の元金の返済、利子の支払い及び手

教育委員会が行った社会教育活動費 数料に要した経費。

文 化 財 保 護 費

消 費 的 支 出
人件費、旅費、指導費、維持・修繕費、職

員の保健・福利厚生事業に要した経費、所

定支払金等、年々経常的に支出する経費。

教 育 に 係 る 収 入 教 育 行 政 費 資 本 的 支 出
・一般会計 土地費、建築費、設備・備品費、図書購入

授業料、入学金、検定料、日本体育 費に要した経費

・学校健康センター共済掛金、その 債 務 償 還 費
他の収入 地方債の元金の返済、利子の支払い及び手

・特別会計収入 数料に要した経費。
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Ⅱ 調査結果の概要
１ 本道の総行政費と地方教育費合計

平成18年度の地方教育費合計は8,220億円で、これは本道の総行政費の14.6%に当たり、前年度に対し
4.1%の減となっています。また、平成14年度以降の本道の総行政費及び地方教育費合計の推移は第１表
のとおりです。

なお、以下の表中、「構成比」や一部の数値については、個々の数値について小数点第1位未満四捨五
入しているため、合計と内訳の計が一致しない場合があります。
第１表 本道の総行政費と地方教育費合計
年

北 海 道
市 町 村

合 計
(一部教育事務組合を含む)

総 行 政 費 地 方 教 育 費
対

総 行 政 費 地方教育費 総 行 政 費 地方教育費 Ｂ / Ａ 前年度

度
Ａ Ｂ

増加率

千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％ ％

14 3,025,996,996 590,939,297 3,102,251,210 354,555,633 6,128,248,206 945,494,930 15.4 -4.0

15 2,952,726,805 569,306,269 3,016,601,541 330,057,745 5,969,328,346 899,364,014 15.1 -4.9

16 2,870,715,649 557,837,459 2,928,253,209 319,216,730 5,798,968,858 877,054,189 15.1 -2.5

17 2,930,367,149 549,580,220 2,851,268,947 307,915,391 5,781,636,096 857,495,611 14.8 -2.2

18 2,800,764,591 527,633,466 2,830,387,573 294,410,316 5,631,152,164 822,043,782 14.6 -4.1

（注）総行政費は、公営事業会計を除く普通会計歳出決算額である。

２ 本道地方教育費の使途と財源
(1) 地方教育費合計の内訳 第１図 地方教育費合計の分野別内訳

ア 地方教育費合計の分野別内訳
平成18年度の地方教育費合計8,220億円を

分野別にみると、第１図のとおり学校教育費
が84.3%と最も多く、次いで社会教育費が9.7%、
教育行政費が6.0％となっています。

これを前年度と比較すると、、学校教育費が
3.5%の減、社会教育費が11.5%の減、教育行政
費が0.1%の増となっています。

イ 地方教育費合計の財源別内訳 第２図 地方教育費合計の財源別内訳
平成18年度の地方教育費合計を財源別にみ

ると、第２図のとおり公費が99.8%を占め、
公費に組み入れられない寄付金は0.2%です。

さらにその内訳をみると、道支出金が52.8%
で最も多く、次いで市町村支出金32.6%、国庫
補助金11.0%、地方債3.3%となっています。

なお、最近５か年の地方教育費合計の財源
別構成を示すと第２表のとおりです。

小学校費
35.7%

中学校費
20.6%

高等学校費
20.0%

社会教育費
9.7%

教育行政費
6.0%

盲・聾・
養護学校費

6.7%

その他の学校費
1.3%

公費に組み入れ
られない寄付金

0.2%

地方債
3.3%

国庫補助金
11.0%

市町村支出金
32.6%

道支出金
52.8%
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第２表 地方教育費合計の財源別構成の推移
年

公 費
公費に組み入れられない

地 方 教 育 費 合 計
寄 付 金

度 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

14 943,408,347 99.8 2,086,583 0.2 945,494,930 100.0

15 897,231,736 99.8 2,132,278 0.2 899,364,014 100.0

16 875,047,353 99.8 2,006,836 0.2 877,054,189 100.0

17 855,487,828 99.8 2,007,783 0.2 857,495,611 100.0

18 820,011,409 99.8 2,032,373 0.2 822,043,782 100.0

ウ 地方教育費合計の支出項目別内訳
平成18年度の地方教育費合計を支出項目別に見ると、第３表のとおり消費的支出が80.3%と最も多

く、次いで債務償還費が10.3%、土地費・建築費などの資本的支出が9.4%となっています。
なお、支出項目別の対前年度増加率は、消費的支出、債務償還費それぞれ5.7%、7.1%の減、資本

的支出が17.1%の増となっています。

第３表 地方教育費合計の支出項目別内訳

支 出 項 目 学 校 教 育 費 社 会 教 育 費 教 育 行 政 費 地方教育費合計
項 目 別 対前年度

比 率 増 加 率

千円 千円 千円 千円 ％ ％

消費的支出 564,496,620 52,351,595 43,429,735 660,277,950 80.3 -5.7

(前年度) (601,232,937) (55,983,837) (43,203,609) (700,420,383)

資本的支出 67,576,481 7,271,366 1,948,844 76,796,691 9.3 17.1

(前年度) (51,898,273) (12,092,390) (1,601,056) (65,591,719)

債務償還費 60,717,712 20,179,721 4,071,708 84,969,141 10.3 -7.1

(前年度) (64,791,035) (22,079,074) (4,613,400) (91,483,509)

総 額 692,790,813 79,802,682 49,450,287 822,043,782 100.0 -4.1

(前年度) (717,922,245) (90,155,301) (49,418,065) (857,495,611)

(2) 学校教育費
ア 学校教育費の内訳

平成18年度の学校教育費は6,928億円で、前年度に比較すると3.5%の減少です。
学校教育費の学校種類別内訳は、第４表のとおり小学校・中学校の教育費が総額の66.9%を占めて

います。また、財源別にみると、第３図のとおり公費が99.7%を占め、公費に組み入れられない寄付
金は0.3%です。

なお、最近５か年間の学校教育費の推移は第５表のとおりです。

第４表 学校種類別教育費 第３図 学校教育費の財源別内訳
対

学 校 種 類 実 額 構成比 前年度

増加率

千円 ％ ％

幼 稚 園 4,857,575 0.7 -4.9

小 学 校 293,604,777 42.4 -5.6

中 学 校 169,607,396 24.5 -5.4

盲･聾･養護学校 55,002,558 7.9 11.5

高等学校全日制 149,947,462 21.6 -2.9

高等学校定時制 9,712,790 1.4 -16.9

高等学校通信制 4,520,480 0.7 314.5

中 等 教 育 学 校 1,428,250 0.2 44.7

専 修 学 校 3,343,709 0.5 -9.5

高 等 専 門 学 校 765,816 0.1 -34.3

総 額 692,790,813 100.0 -3.5

地方債
3.5%

公費に組み入れ
られない寄付金

0.3%

国庫補助金
12.8%

市町村支出金
23.7%

道支出金
59.7%
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第５表 学校教育費の推移
年

公 費
公費に組み入れられない

地 方 教 育 費 合 計
寄 付 金

度 実 額 構成比 実 額 構成比 実 額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

14 781,824,640 99.7 2,086,583 0.3 783,911,223 100.0

15 746,962,300 99.7 2,132,278 0.3 749,094,578 100.0

16 729,945,274 99.7 2,006,836 0.3 731,952,110 100.0

17 715,914,462 99.7 2,007,783 0.3 717,922,245 100.0

18 690,758,440 99.7 2,032,373 0.3 692,790,813 100.0

イ 学校教育費の支出項目別内訳 第６表 学校教育費の支出項目別内訳
平成18年度の学校教育費の支出項目別 対

内訳をみると、第６表のとおり消費的支 支 出 項 目 実 額 構成比 前年度

出が81.5%、資本的支出が9.8%、債務償還 増加率

費が8.8%となっています。 千円 ％ ％

また、消費的支出のうち55.1%が本務教 消 費 的 支 出 564,496,620 81.5 -6.1

員の給与であり、これは学校教育費総額 ( 本 務 教 員 の 給 与 ) (311,180,466) (44.9) (-7.0)

の44.9%を占めています。 （その他の消費的支出） (253,316,154) (36.6) (-5.1)

前年度に比較すると、消費的支出は、 資 本 的 支 出 67,576,481 9.8 30.2

6.1%の減、資本的支出は、30.2%の増、 （ 土 地 ・ 建 築 費 ） (60,979,320) (8.8) (37.8)

債務償還費は、6.3%の減となっています。 （設備・備品・図書費） ( 6,597,161) (1.0) (-13.7)

債 務 償 還 費 60,717,712 8.8 -6.3

総 額 692,790,813 100.0 -3.5

ウ 学校種類別在学者１人当たり教育費
平成18年度の学校種類別在学者１人当たり教育費は第７表のとおりです。
これによると、盲･聾･養護学校費が極めて大きく、小学校児童１人当たり教育費の12倍以上と

なっています。
また、対前年度増加率は、第４図にも示すとおり、盲・聾・養護学校、高等学校全日制及び高等

学校通信制を除き前年度より減少しています。

第７表 学校種類別在学者１人当 第４図 学校種類別在学者１人当たり教育費
たり教育費 （前年度との比較）

対

学 校 種 類 実 額 前年度

増加率

円 ％

幼 稚 園 926,311 -1.2

小 学 校 1,009,836 -4.1

中 学 校 1,119,765 -3.3

盲･聾･養護学校 12,676,321 9.1

高等学校全日制 1,291,815 0.0

高等学校定時制 1,692,124 -14.3

高等学校通信制 996,359 332.3

専 修 学 校 1,545,152 -7.8

高 等 専 門 学 校 2,668,348 -14.6

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

高等専門学校

専修学校

高等学校通信制

高等学校定時制

高等学校全日制

盲・聾・養護学校

中学校

小学校

幼稚園

（単位：千円）

平成１７年度 平成１８年度
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(3) 社会教育費
ア 社会教育費の分野別内訳 第８表 社会教育費の分野別内訳

平成18年度の社会教育費は798億 対

円で、前年度と比較すると11.5%減 社 会 教 育 分 野 実 額 構成比 前年度

少しています。 増加率

社会教育費の分野別内訳をみると 千円 ％ ％

第８表のとおり体育施設費が34.4% 公 民 館 費 6,696,094 8.4 -2.9

と最も多く、次いで図書館費12.6%、 図 書 館 費 10,022,496 12.6 -28.2

博物館費が10.8%となっています。 博 物 館 費 8,609,080 10.8 -10.6

これら社会教育費を前年度と比較 体 育 施 設 費 27,420,994 34.4 -8.4

すると、図書館費が28.2%減少する 青 少 年 教 育 施 設 費 3,660,530 4.6 -5.6

など、全ての分野で減少しています。 女 性 教 育 施 設 費 122,009 0.2 -22.0

文 化 会 館 費 8,215,862 10.3 -3.7

そ の 他 の 社 会 教 育 施 設 費 6,688,373 8.4 -7.9

教育委員会が行った社会教育活動費 5,929,050 7.4 -10.5

文 化 財 保 護 費 2,438,194 3.1 -26.1

総 額 79,802,682 100.0 -11.5

イ 社会教育費の財源別内訳 第５図 社会教育費の財源別内訳
平成18年度の社会教育費を財源別にみる

と、第５図のとおり市町村支出金が86.1%
で最も多く、次いで道支出金8.1%、地方債
3.6%、国庫補助金2.0%となっています。

ウ 社会教育費の支出項目別内訳 第９表 社会教育費の支出項目別内訳
社会教育費を支出項目別にみると、第 対

９表のとおり消費的支出が65.6%と最も大 支 出 項 目 実 額 構成比 前年度

きく、次いで債務償還費が25.3%、資本的 増加率

支出が9.1%となっています。 千円 ％ ％

前年度に比較すると、消費的支出、資 消 費 的 支 出 52,351,595 65.6 -6.5

本的支出、債務償還費がそれぞれ6.5%、 資 本 的 支 出 7,271,366 9.1 -39.9

39.9%、8.6%の減となっています。 債 務 償 還 費 20,179,721 25.3 -8.6

また、道民１人当たりの社会教育費は 総 額 79,802,682 100.0 -11.5

14,175円で、前年度に比較して11.4%の減
となっています。

(4) 教育行政費
平成18年度の教育行政費は495億円で、前年度に比較して0.1%増加しています。
教育行政費を財源別にみると、第６図のとおり市町村支出金が71.7%と最も大きく、次いで道支出金

が27.6%、国庫補助金が0.4%となっています。
教育行政費を支出項目別に見ると、第10表のとおり消費的支出が87.8%、資本的支出が3.9%、債務償

還費が8.2%となっています。
また、道民１人当たりの教育行政費は8,783円で、前年度に比較して0.1%増加しています。

地方債
3.6%

道支出金
8.1%

国庫補助金
2.0%

市町村支出金
86.1%
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第１０表 教育行政費の支出項目別内訳 第６図 教育行政費の財源別内訳
対

支 出 項 目 実 額 構成比 前年度

増加率

千円 ％ ％

消 費 的 支 出 43,429,735 87.8 0.5

資 本 的 支 出 1,948,844 3.9 21.7

債 務 償 還 費 4,071,708 8.2 -11.7

総 額 49,450,287 100.0 0.1

(5) 知事部局における生涯学習関連費
ア 知事部局における生涯学習関連費の調査対象施設

平成18年度の知事部局における生涯学習関連費の調査対象施設は第11表のとおり11施設で、体育施
設が２施設、女性関連施設が１施設、文化会館が１施設、その他の生涯学習関連施設が７施設となっ
ています。

第１１表 知事部局における生涯学習関連費調査の調査対象施設
区 分 施 設 名 所 在 地

体 育 施 設 北海道立真駒内公園競技場（屋内・屋外） 札幌市南区

北海道立野幌総合運動公園 江別市

女性関連施設 北海道立女性プラザ 札幌市中央区

文 化 会 館 北海道立道民活動センター（かでる２・７） 札幌市中央区

北海道立道民の森 当別町・月形町

北海道立２１世紀の森 旭川市・津別町

そ の 他 の 北海道立羊蹄青少年の森 真狩村

生 涯 学 習 北海道立トムテ文化の森 名寄市

関 連 施 設 北海道開拓記念館 札幌市厚別区

北海道開拓の村 札幌市厚別区

北海道立オホーツク流氷科学センター 紋別市

イ 知事部局における生涯学習関連費の分野別内訳 第１２表 知事部局における生涯学習
平成18年度の知事部局における生涯学習関連費は 関連費の分野別内訳

17億円となっています。 施 設 等 区 分 実 額 構 成 比

分野別内訳をみると第12表のとおり、その他の生 千円 ％

涯学習関連施設費が63.9％と最も多く、次いで文化 体 育 施 設 費 279,068 16.3

会館費が18.4％となっています。 青 少 年 施 設 費 - -

女 性 関 連 施 設 費 22,922 1.3

文 化 会 館 費 314,601 18.4

その他の生涯学習関連施設費 1,093,325 63.9

文 化 財 保 護 費 - -

総 額 1,709,916 100.0

国庫補助金
0.4%

地方債
0.2%

道支出金
27.6%

市町村支出金
71.7%



－8－

ウ 知事部局における生涯学習関連費の 第７図 知事部局における生涯学習関連費の
財源別内訳 財源別内訳
平成18年度の知事部局における生涯

学習関連費の財源別内訳を見ると、第
７図のとおり道支出金が99.4％で最も
多く、次いで市町村支出金0.5％とな
っています。

エ 知事部局における生涯学習関連費の 第１３表 知事部局における生涯学習関連費の
支出項目別内訳 分野別内訳
知事部局における生涯学習関連費を 支 出 項 目 実 額 構 成 比

支出項目別にみると、第13表のとおり 千円 ％

消費的支出が78.1％と最も大きく、債 消 費 的 支 出 1,336,097 78.1

務償還費が21.5％、資本的支出が0.4％ 資 本 的 支 出 6,470 0.4

となっています。 債 務 償 還 費 367,349 21.5

総 額 1,709,916 100.0

市町村支出金
0.5%

道支出金
99.4%
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